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資料7：医師法第十六条の二第一項に規定する臨床研修に関する省令＊

厚生労働省令第158号（2002．12．11）

　（趣旨）

　第一条　医師法（昭和二十三年法律第二百一一号．以

ド「法」という．）第十六条の二第一項に規定する臨

床研修（以下「臨床研修」という．）に関しては，こ

の省令の定めるところによる．

　（臨床研修の基本理念）

　第二条　臨床研修は，医師が，医師としての人格を

かん養し，将来専門とする分野にかかわらず，医学及

び医療の果たすべき社会的役割を認識しつつ，　・般的

な診療において頻繁に関わる負傷又は疾病に適切に対

応できるよう，基本的な診療能力を身に付けることの

できるものでなければならない．

　（臨床研修病院の指定）

　第三条　法第十六条の二第・項の指定は，次に掲げ

る区分に応じて行うものとする．

　・単独型臨床研修病院　単独で又は研修協力施設

（臨床研修病院（法第十六条の二第・項の指定を受け

た病院をいう．以下同じ．）と共同して臨床研修を行

う施設であって，臨床研修病院及び医学を履習する課

程を置く大学に附属する病院（以下「大学病院」とい

う．）以外のものをいう．以下同じ．）と共同して臨床

研修を行う病院

　二　管理型臨床研修病院　他の病院と共同して臨床

研修を行う病院（前号に該当するものを除く．）であ

って，当該臨床研修の管理を行うもの

　三　協力型臨床研修病院　他の病院と共同して臨床

研修を行う病院（第一号に該当するものを除く．）で

あって，前号に該当しないもの．

　（単独型臨床研修病院の指定の申請手続）

　第四条　単独型臨床研修病院の指定を受けようとす

る病院の開設者は，臨床研修を開始しようとする年度

の前年度の六月三十日までに，当該病院に関する次に

掲げる事項を記載した申請書を厚生労働大臣に提出し

なければならない．

　一　開設者の氏名及び住所（法人にあっては，名称

及び主たる事務所の所在地）

　二　管理者の氏名

　三　名称及び所在地

＊http：〃wwwmhlw．go．jp／topics／bukyoku／isei／rinsyo／

hourei／021211．html（accessed　18　July　2006）

　四　医師の員数

　五　診療科名

　六　救急医療の提供の実績

　七　病床の種別ごとの病床数

　八　前年度の診療科ごとの入院患者及び外来患者の

数

　九　前年度の病床の種別ごとの平均在院日数

　十　前年度の臨床病理検討会（個別の症例について

病理学的見地から検討を行うための会合をいう．以下

同じ．）の実施状況

　十一　臨床研修の実施に関し必要な施設及び設備の

概要

　十二　研修管理委員会（臨床研修の実施を統括管理

する機関をいう．以下同じ．）の構成員の氏名，所属

する団体の名称及び当該団体における役職名

　十二三　研修プログラム（臨床研修の実施に関する計

画をいう．以下同じ．）の名称及び概要

　十四　プログラム責任者（研修プログラムの企画立

案及び実施の管理並びに研修医（臨床研修を受けてい

る医師をいう．以下同じ．）に対する助言，指導その

他の援助を行う者をいう．以F同じ．）の氏名

　十五　臨床研修指導医（研修医に対する指導を行う

医師をいう．以下「指導医」という．）の氏名及び担

当分野

　十六　研修医の募集定員並びに募集及び採用の方法

　十七　研修医の処遇に関する事項

　十八　その他臨床研修の実施に関し必要な事項．

　2　臨床研修病院の指定を受けようとする者が二

以Eの研修プログラムを設けようとする場合には，前

項第十三号から第十七号までに掲げる事項は，研修プ

ログラムごとに記載しなければならない．

　3　第一項の申請書には，次に掲げる書類を添え

なければならない．

　一　研修プログラム

　ニ　研修協力施設と共同して臨床研修を行おうとす

る場合にあっては，当該研修協力施設に係る第項第

一 号から第三号まで，第十七号及び第十八号に掲げる

事項（当該研修協力施設が医療機関である場合にあっ

ては，これらに加えて，同項第五号から第十一一号まで

に掲げる事項）並びに研修医の指導を行う者の氏名及

び担当分野を記載した書類（臨床研修病院の指定を受
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けようとする者が二以Eの研修プログラムを設けよう

とする場合には，同項第十七号に掲げる事項並びに研

修医の指導を行う者の氏名及び担当分野は，研修プロ

グラムごとに記載しなければならない．）

　三　その他臨床研修の実施に関し必要な書類

　（管理型臨床研修病院及び協力型臨床研修病院の指

定の申請手続）

　第五条　前条の規定は，管理型臨床研修病院の指定

の申請について準用する．この場合において，同条第

三項中「次に掲げる書類」とあるのは「次に掲げる書

類及び臨床研修病院群（共同して臨床研修を行う管理

型臨床研修病院及び協力型臨床研修病院をいう．）を

構成することとなる病院相万間の連携体制を記載した

書類」と読み替えるものとする．

　2　前条の規定は，協力型臨床研修病院の指定の

申請について準用する．この場合において，同条第一

項中「次に掲げる事項」とあるのは「次に掲げる事項

（第十二号及び第十三号に掲げる事項を除く．）」と，

「厚生労働人臣」とあるのは「，管理型臨床研修病院

として共同して臨床研修を行うこととなる病院の開設

者を経由して厚生労働大臣」と，同条第一二項中「前項

第十三号から第十七号まで」とあるのは「前項第十四

号から第十七号まで」と，同条第三項中「次に掲げる

書類」とあるのは「第三号に掲げる書類」と読み替え

るものとする．

　（指定の基準）

　第六条　厚生労働大臣は，第四条第一項の申請があ

った場合において，当該病院が次の各号に適合してい

ると認めるときでなければ，単独型臨床研修病院の指

定をしてはならない．ただし，研修協力施設と共同し

て臨床研修を行おうとする場合にあっては，第三号か

ら第七号まで，第九号，第十二号及び第十五号に掲げ

る事項については，これらの号に係る当該研修協力施

設の状況を併せて考慮するものとする．

　一　第二条に規定する臨床研修の基本理念にのっと

った研修プログラムを有していること．

　二　医療法施行規則（昭和二十三年厚生省令第五十

号）第十九条第一項第一一号に規定する員数の医師を有

していること．

　三　臨床研修を行うために必要な診療科を置いてい

ること．

　四　救急医療を提供していること．

　五　臨床研修を行うために必要な症例があること．

　六　臨床病理検討会を適切に開催していること．

　七　臨床研修の実施に関し必要な施設及び設備を有

していること．

　八　患者の病歴に関する情報を適切に管理している

こと．

　九　医療に関する安全管理のための体制を確保して

いること．

　十　研修管理委員会を設置していること．

　十一　プログラム責任者を適切に配置しているこ

と．

　十二　適切な指導体制を有していること．

　十三　受け入れる研修医の数が，臨床研修を行うた

めに適切であること．

　十四　研修医の募集及び採用の方法が臨床研修の実

施のために適切なものであること．

　十五　研修医に対する適切な処遇を確保しているこ

と．

　2　厚生労働大臣は，前条第一項の申請があった

場合において，当該病院が次の各号に適合していると

認めるときでなければ，管理型臨床研修病院の指定を

してはならない．ただし，第一号において引用する前

項第三号から第六号まで及び第十一号に掲げる事項に

ついては，これらの号に係る協力型臨床研修病院とし

て共同して臨床研修を行うこととなる病院の状況を併

せて考慮するものとし，これに加えて，研修協力施設

と共同して臨床研修を行おうとする場合にあっては，

第一号において引用する前項第三号から第七号まで，

第九号，第十二号及び第十五号に掲げる事項について

は，これらの号に係る当該研修協力施設の状況を併せ

て考慮するものとする．

　一前項各号に適合していること．

　二　協力型臨床研修病院として共同して臨床研修を

行うこととなる病院との間で緊密な連携体制を確保し

ていること．

　E　協力型臨床研修病院として共同して臨床研修を

行うこととなる病院が次項各号に適合していること．

　3　厚生労働大臣は，前条第二項の申請があった

場合において，当該病院が次の各号に適合していると

認めるときでなければ，協力型臨床研修病院の指定を

してはならない．

　一　第一項第一号，第二号，第七号から第九号まで

及び第十二号から第十五号までに適合していること．

　二　管理型臨床研修病院として共同して臨床研修を

行うこととなる病院が前項各号に適合していること．

　4　厚生労働大臣は，第四条第一項又は前条第一

項若しくは第二項の申請があった場合において，当該

病院が次の各号のいずれかに該当するときは，臨床研
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修病院の指定をしてはならない．

　一　第十四条第項の規定により指定を取り消さ

れ，その取消しの口から起算して二年を経過していな

いこと．

　二　その開設者又は管理者に医事に関する犯罪又は

不正の行為があり，臨床研修を行うことが適当でない

と認められること．

　（研修管理委員会等）

　第七条　単独型臨床研修病院の研修管理委員会は，

次に掲げる者を構成員に含まなければならない．

者

当該病院の管理者又はこれに準ずる者

当該病院の事務部門の責任者又はこれに準ずる

当該研修管理委員会が管理するすべての研修プ

ログラムのプログラム責任者

　四　研修協力施設と共同して臨床研修を行う場合に

あっては，すべての研修協力施設の研修実施責任者

（当該施設における臨床研修の実施を管理する者をい

う．次項において同じ．）．

　2　管理型臨床研修病院の研修管理委員会は，次

に掲げる者を構成員に含まなければならない．

者

当該病院の管理者又はこれに準ずる者

当該病院の事務部門の責任者又はこれに準ずる

当該研修管理委員会が管理するすべての研修プ

ログラムのプログラム責任者

　四　当該病院に係る臨床研修病院群（共同して臨床

研修を行う管理型臨床研修病院及び協力型臨床研修病

院をいう．以下同じ．）を構成するすべての協力型臨

床研修病院の研修実施責任者

　五研修協力施設と共同して臨床研修を行う場合に

あっては，すべての研修協力施設の研修実施責任者

　3　プログラム責任者は，常勤の医師であって，

指導医及び研修医に対する指導を行うために必要な経

験及び能力を有しているものでなければならない．

　4　指導医は，常勤の医師であって，研修医に対

する指導を行うために必要な経験及び能力を有してい

るものでなければならない．

　（変更の届出）

　第八条　単独型臨床研修病院又は管理型臨床研修病

院の開設者は，当該病院に関する次に掲げる事項に変

更が生じたときは，その日から起算して一月以内に，

その旨を厚生労働人臣に届け出なければならない．

　一一開設者の氏名及び住所（法人にあっては，名称

及び主たる事務所の所在地）

四

五

六

七

八

九

十

十一

管理者の氏名

名称

診療科名

病床の種別ごとの病床数

研修管理委員会の構成員

プログラム責任者

指導医及びその担当分野

研修医の処遇に関する事項

その他臨床研修の実施に関し必要な事項

　　　　研修協力施設と共同して臨床研修を行う場合

にあっては，当該研修協力施設に係る第一号から第三

号まで，第九号及び第十号に掲げる事項（当該研修協

力施設が医療機関である場合にあっては，これらに加

えて，第四号及び第五号に掲げる事項）並びに研修医

の指導を行う者及びその担当分野

　2　前項の規定は，協力型臨床研修病院に関する

変更の届出について準用する．この場合において，同

項中「次に掲げる事項」とあるのは「次に掲げる事項

（第六号及び第十一号に掲げる事項を除く．）」と，「厚

生労働大臣」とあるのは「共同して臨床研修を行う管

理型臨床研修病院の開設者を経由して厚生労働人臣」

と読み替えるものとする．

　（研修プログラムの変更等）

　第九条　単独型臨床研修病院の開設者は，研修プロ

グラムを変更する場合（臨床研修の目標，臨床研修を

行う分野並びに当該分野ごとの研修期間及び臨床研修

を行う病院又は施設を変更する場合に限る．以下この

条において同じ．）又は新たに研修プログラムを設け

る場合には，当該研修プログラムに基づく臨床研修を

行おうとする年度の前年度の四月三十日までに，当該

研修プログラムに関し，第四条第i項各号に掲げる書

類を添えて，同条第一項第十三号から第十七号までに

掲げる事項を厚生労働大臣に届け出なければならな

い．

　2　前項の規定は，管理型臨床研修病院において

研修プログラムを変更する場合又は新たに研修プログ

ラムを設ける場合について準用する．この場合におい

て，同項中「第四条第三項各号に掲げる書類」とある

のは，「第四条第三項各号に掲げる吾類及び臨床研修

病院群（共同して臨床研修を行う管理型臨床研修病院

及び協力型臨床研修病院をいう．）を構成する病院相

互間の連携体制を記載した書類」と読み替えるものと

する．

　3　第一項の規定は，協力型臨床研修病院におい

て研修プログラムを変更する場合又は新たに研修プロ
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グラムを設ける場合について準用する．この場合にお

いて，同項中「第四条第三項各号に掲げる書類」とあ

るのは「第四条第三項第三号に掲げる書類」と，「同

条第一項第十三号から第十七号までに掲げる事項を」

とあるのは「同条第一項第十四号から第十七号までに

掲げる事項を，共同して臨床研修を行う管理型臨床研

修病院の開設者を経由して」と読み替えるものとす

る．

　4　現に研修医を受け入れている臨床研修病院

は，当該研修医が研修を修了し，又は中断するまでの

間，当該研修医が受ける臨床研修に係る研修プログラ

ムの変更をしてはならない．ただし，やむを得ない場

合にあっては，この限りでない．

　5　前項ただし書の場合において，当該変更を行

った病院の開設者は，研修プログラムの変更後速やか

に，その旨を厚生労働大臣に届け出なければならな

い．

　（臨床研修病院の行う臨床研修）

　第十条　臨床研修病院は，第四条若しくは第五条に

おいて準用する第四条の規定により提出し，又は前条

の規定により届け出た研修プログラム以外の研修プロ

グラムに基づいて臨床研修を行ってはならない．

　（研修医の募集）

　第十一条　臨床研修病院の管理者は，研修医の募集

を行おうとするときは，あらかじめ次に掲げる事項を

公表しなければならない．

　一　研修プログラムの名称及び概要

　二　研修医の募集定員並びに募集及び採用の方法

　三　研修医の処遇に関する事項

　四　臨床研修病院の指定について申請中である場合

には，その旨

　五　研修プログラムについて，第九条の届出を行っ

た場合（当該届出を行おうとしている場合を含む．）

には，その旨

　六　その他臨床研修の実施に関し必要な事項

　（報告）

　第十二条　単独型臨床研修病院又は管理型臨床研修

病院の開設者は，毎年四月三十日までに，当該病院に

関する次に掲げる事項を記載した報告書に，現に行っ

ている臨床研修に係る研修プログラムを添えて，これ

を厚生労働大臣に提出しなければならない．

　一　医師の員数

　二　救急医療の提供の実績

　三　前年度の診療科ごとの入院患者及び外来患者の

数

　四　前年度の病床の種別ごとの平均在院日数

　五前年度の臨床病理検討会の実施状況

　六　臨床研修の実施に関し必要な施設及び設備の状

況

　七前年度の臨床研修を修了した研修医の数

　八　現に受け入れている研修医の数

　九　次年度の研修医の募集定員並びに募集及び採用

の方法

　十　その他臨床研修の実施に関し必要な事項

　十一　研修協力施設と共同して臨床研修を行う場合

であって，当該研修協力施設が医療機関であるとき

は，当該研修協力施設に係る第二号から第六号まで及

び第十号に掲げる事項

　十二　管理型臨床研修病院であるときは，前年度の

臨床研修病院群を構成する病院相互間の連携状況

　2　前項の規定は，協力型臨床研修病院の報告に

ついて準用する．この場合において，同項中「次に掲

げる事項を記載した報告書に，現に行っている臨床研

修に係る研修プログラムを添えて，これを」とあるの

は，「第一一一号から第十号までに掲げる事項を記載した

報告書を，共同して臨床研修を行う管理型臨床研修病

院の開設者を経由して」と読み替えるものとする．

　（報告の徴収及び指示）

　第十＝三条　厚生労働大臣は，臨床研修の実施に関し

必要があると認めるときは，臨床研修病院の開設者又

は管理者に対して報告を求めることができる．

　2　厚生労働大臣は，研修プログラム，指導体

制，施設，設備，研修医の処遇その他の臨床研修の実

施に関する事項について適当でないと認めるときは，

臨床研修病院の開設者又は管理者に対して必要な指示

をすることができる．

　3　厚生労働大臣は，臨床研修病院群について

は，管理型臨床研修病院の開設者又は管理者に対し，

協力型臨床研修病院に関する第一項の報告の徴収又は

前項の必要な指示をすることができる．

　（指定の取消し）

　第十四条　厚生労働大臣は，臨床研修病院が次の各

号のいずれかに該当するときは，法第十六条の二第二

項の規定により臨床研修病院の指定を取り消すことが

できる．

　一　臨床研修病院の区分ごとに，第六条第一項から

第三項までに規定するそれぞれの指定基準に適合しな

くなったとき．

　二　第六条第四項第二号に該当するに至ったとき．

　三　第七条から第十二条までの規定に違反したと



資　　料

き．

　四　その開設者又は管理者が前条第二項の指示に従

わないとき．

　2　厚生労働大臣は，臨床研修病院群の臨床研修

病院の構成に変化がある場合には，当該臨床研修病院

群に係るすべての臨床研修病院の指定を同時に取り消

すものとする．

　（指定の取消しの申請）

　第十五条　単独型臨床研修病院又は管理型臨床研修

病院の開設者は，臨床研修病院の指定の取消しを受け

ようとするときは，あらかじめ次に掲げる事項を記載

した申請書を厚生労働大臣に提出しなければならない．

　一　指定の取消しを受けようとする理由

　二　指定の取消しを受けようとする期日

　三現に臨床研修を受けている研修医があるとき

は，その者に対する措置

　四　臨床研修を受ける予定の者があるときは，その

者に対する措置

　2　協力型臨床研修病院の開設者は，臨床研修病

院の指定の取消しを受けようとするときは，あらかじ

め前項各号に掲げる事項を記載した申請書を，共同し

て臨床研修を行う管理型臨床研修病院の開設者を経由

して厚生労働大臣に提出しなければならない．

　3　厚生労働大臣は，前二項の申請があった場合

において，当該臨床研修病院の指定を取り消すことが

相当と認めるときは，その指定を取り消すことができ

る．

　（臨床研修の中断及び再開）

　第十六条　研修管理委員会は，研修医が臨床研修を

継続することが困難であると認める場合には，当該研

修医がそれまでに受けた臨床研修に係る当該研修医の

評価を行い，単独型臨床研修病院又は管理型臨床研修

病院の管理者に対し，当該研修医の臨床研修を中断す

ることを勧告することができる．

　2　単独型臨床研修病院又は管理型臨床研修病院

の管理者は，前項の勧告又は研修医の申出を受けて，

当該研修医の臨床研修を中断することができる．

　3　単独型臨床研修病院又は管理型臨床研修病院

の管理者は，研修医の臨床研修を中断した場合には，

当該研修医の求めに応じて，速やかに，当該研修医に

対して，当該研修医に関する次に掲げる事項を記載し

た臨床研修中断証を交付しなければならない．

　…　氏名，医籍の登録番号及び生年月日

　二　中断した臨床研修に係る研修プログラムの名称

　二三臨床研修を行った臨床研修病院（研修協力施設
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と共同して臨床研修を行った場合にあっては，臨床研

修病院及び研修協力施設）の名称

　四　臨床研修を開始し，及び中断した年月日

　五臨床研修を中断した理由

　六　臨床研修を中断した時までの臨床研修の内容及

び研修医の評価

　4　臨床研修を中断した者は，臨床研修病院に，

臨床研修中断証を添えて，臨床研修の再開を申し込む

ことができる．この場合において，臨床研修中断証の

提出を受けた臨床研修病院が臨床研修を行うときは，

当該臨床研修中断証の内容を考慮した臨床研修を行わ

なければならない．

　（臨床研修の修了）

　第十七条　研修管理委員会は，研修医の研修期間の

終了に際し，臨床研修に関する当該研修医の評価を行

い，単独型臨床研修病院又は管理型臨床研修病院の管

理者に対し，当該研修医の評価を報告しなければなら

ない．この場合において，研修管理委員会は，臨床研

修中断証を提出し臨床研修を再開した研修医について

は，当該臨床研修中断証に記載された当該研修医の評

価を考慮するものとする．

　2　単独型臨床研修病院又は管理型臨床研修病院

の管理者は，前項の評価に基づき，研修医が臨床研修

を修了したと認めるときは，速やかに，当該研修医に

対して，当該研修医に関する次に掲げる事項を記載し

た臨床研修修了証を交付しなければならない．

　一　氏名，医籍の登録番号及び生年月日

　二　修了した臨床研修に係る研修プログラムの名称

　三臨床研修を開始し，及び修了した年月日

　四　臨床研修を行った臨床研修病院（研修協力施設

と共同して臨床研修を行った場合にあっては，臨床研

修病院及び研修協力施設）の名称

　3　単独型臨床研修病院又は管理型臨床研修病院

の管理者は，前項の規定により臨床研修修了証を交付

したときは，当該交付の日から起算して一月以内に，

臨床研修修了証を交付した研修医の氏名及び生年月日

を記載した臨床研修修了者一覧表を厚生労働大臣に提

出しなければならない．

　4　単独型臨床研修病院又は管理型臨床研修病院

の管理者は，第一項の評価に基づき，研修医が臨床研

修を修了していないと認めるときは，速やかに，当該

研修医に対して，理由を付して，その旨を文書で通知

しなければならない．

　（記録の保存）

　第十八条　単独型臨床研修病院又は管理型臨床研修
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病院の管理者は，帳簿を備え，臨床研修を受けた研修

医に関する次の事項を記載し，当該研修医が臨床研修

を修了し，又は中断した日から五年間保存しなければ

ならない．

　一　氏名，医籍の登録・番号及び生年月日

　二　修了し，又は中断した臨床研修に係る研修プロ

グラムの名

　三　臨床研修を開始し，及び修了し，又は中断した

年月n

　四　臨床研修を行った臨床研修病院（研修協力施設

と共同して臨床研修を行った場合にあっては，臨床研

修病院及び研修協力施設）の名称

　五　修了し，又は中断した臨床研修の内容及び研修

医の評価

　六　臨床研修を中断した場合にあっては，臨床研修

を中断した理由

　2　前項に規定する保存は，電磁的方法（電r一的

方法，磁気的方法その他の人の知覚によっては認識す

ることができない方法をいう．）による記録に係る記

録媒体により行うことができる．

　（大学病院と共同して臨床研修を行う臨床研修病院

の特例）

　第十九条　略

　（国の開設する臨床研修病院の特例）

　第二十条　略

　（臨床研修を修了した旨の登録の申請）

　第二十一条　法第十六条の四第一項の規定による登

録を受けようとする者は，様式第一号による申請書に

臨床研修修了証の写しを添え，これを厚生労働大臣に

提出しなければならない．

　2　前項の申請書には，手数料の額に相当する収

入印紙をはらなければならない．

　3　大学病院において臨床研修を修rした者に係

る第一項の規定の適用については，同項中「臨床研修

修r証」とあるのは，「大学病院であって単独型臨床

研修病院又は管理型臨床研修病院に相当する病院の管

理者が交付する臨床研修修了証に相当する書類」とす

る．

　4　法第十六条の一二第四項の規定により厚生労働

大臣の指定する病院とみなされた外国の病院において

臨床研修を修了した者に係る第項の規定の適用につ

いては，同項中「臨床研修修了証」とあるのは，「必

要な書類」とする．

　（臨床研修修了登録証の書換交付申請）

　第二十二条　医師は，臨床研修修了登録証の記載事

項に変更を生じたときは，臨床研修修了登録証の書換

交付を申請することができる．

　2　前項の中請をするには，様式第二号による申

請書に臨床研修修了登録証及び医師免許証の写しを添

え，これを厚生労働人臣に提出しなければならない．

　3　前項の申請書には，千数料の額に相当する収

入印紙をはらなければならない．

　（臨床研修修了登録証の再交付申請）

　第二十三条　医師は，臨床研修修了登録証を破り，

汚し，又は失ったときは，臨床研修修了登録証の再交

付を申請することができる．

　2　前項の申請をするには，様式第三号による申

請書に医師免許証の写しを添え，これを厚生労働大臣

に提出しなければならない．

　3　前項の中請書には，手数料の額に相当する収

入印紙をはらなければならない．

　4　臨床研修修了登録証を破り，又は汚した医師

が第…項の申請をする場合には，申請書にその臨床研

修修了登録証及び医師免許証の写しを添えなければな

らない．

　5　医師は，臨床研修修了登録証の再交付を受け

た後，失った臨床研修修r登録証を発見したときは，

五口以内に，これを厚生労働大臣に返納しなければな

らない．

　　　附則

　1　この省令は，公布の日から施行する．

　2　この省令は，医療法等の一部を改正する法律

（平成十二年法律第百四十一一号）附則第一条第一号に

掲げる規定の施行の際現に同法第四条の規定による改

正前の医師法第十六条の二第一項の規定による指定を

受けている病院が，同法附則第一条第一号に掲げる規

定の施行の際現に医師免許を受けている者及び当該規

定の施行前に医師免許の申請を行った者であって当該

規定の施行後に医師免許を受けたものに対して臨床研

修を行う場合には，適用しない．

　3　第六条第一項第二号の規定（同条第二項第一

号及び第＝三項第一号において引用する場合を含む．）

は，平成十九年三月三十一日までの間は適用しない．

　4　厚生労働大臣は，この省令の施行後五年以内

に，この省令の規定について所要の検討を加え，その

結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする．

　　　附則（平成十八年三月三十一日厚生労働省令第

八十六号）

　この省令は，平成卜八年四月一日から施行する．


